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１．環境中の放射性物質による被曝

1.1 自然放射線源による被曝
・宇宙線による被曝

上層大気中で一次宇宙線と空気と相互作用して、２次宇宙線が発生
地上での世界の平均実効線量は年0.38mSv、日本の宇宙線被曝線
量は0.29mSv
誘導放射能：大気中の元素と二次宇宙線とが衝突

→14C､7Be､22Na､3Hなどが生成

・大地からの放射線
岩石中：238U；10～50 Bq kg-1、232Th；20～50 Bq kg-1、

40K；80～800 Bq kg-1

世界の大地からの放射線の平均実効線量：0.46 mSv y-1、
日本の値：0.38 mSv y-1

・食物中の自然放射性核種と体内被曝
どんな食物中にも40K､14C､3H､87Rbなどを僅かに含有
体内放射能：体重60kg：40K；4,000 Bq、14C：2,500 Bq、87Rb：520 Bq

・ラドン・トロンによる被曝
1980年代：欧米でラドン濃度が異常に高い家屋が数多く存在、社会問
題化→米国 EPA：肺がんの20％はラドンの被曝に起因すると警告
日本の調査：日本分析センター全県で実施：全家屋の算術平均値は
15.5 Bq m-3
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1.2 人工放射線源による被曝
・医療被曝

医療被曝：診断と治療；診断にはＸ線と核医学検査
→心臓血管造影検査では数Gy

代表的な例：Ｘ線による歯の検査；0.03 mSv、胸部Ｘ線撮影；
0.05 mSv、胃の検査；0.6 mSv、Ｘ線CT；約5 mSv

世界の医療被曝：0.4 mSv y-1

日本の医療被曝：2.25 mSv y-1で世界でもっとも高い

・核実験
大気圏内核実験：1963年に停止、中国の核実験を含めて400回以上
核実験→放射性核種が大気中に放出→フォールアウト→地上→
食物連鎖→人に被曝 被曝線量：0.005 mSv y-1

・原子力施設
原子力発電所や核燃料再処理施設：大気中：85Kr、3H、14C､放射性ヨウ
素（131I、129Iなど）、137Csなどの核種→食物連鎖→人に被曝

被曝線量：0.0002 mSv y-1

事故時の周辺住民に対する有意な被曝
（米国1979ＴＭＩ、旧ソ連1986チェルノブイリ、日本1999JCO事故）
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1.3 世界と日本の環境放射線被曝の実態
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２．国際免除レベルと天然放射性物質（NORM）

2.1 国際免除レベルの基本的考え方

•被ばく線量基準（実効線量）を、通常では年間10μSv、事故時で
は年間1mSvかつ線源の１年間の使用による集団線量が1man・
Svを超えないとする線量基準を 定めた上で、一定の被ばくシナ
リオに基づく被曝計算により核種ごとに設定された規制を免除す
る具体的数値基準であり、核種ごとの放射能（Bq）、放射能 濃
度（Bq/g）からなる。
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規制の対象として検討された自然放射性核種

核 種 名 BSS免除
レベル

核 種 名 BSS免除
レベル

Th-232系列 1 Bq g-1 U-238系列 1 Bq g-1

La-138 10 Sm-147 10

Th-232 10 U-235 10

U-238 10 K-40 100

Lu-176 100 Rb-87 1000
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2.2 自然放射性物質の規制免除について

平成１５年１０月
放射線審議会基本部会

目 次

１．はじめに
２．自然放射性物質の概要

２．１ 自然放射性物質について
２．２ 自然放射性物質に対する放射線防護の基本的考え方
２．３ 海外における自然放射性物質の規制の状況

３．国内における自然放射性物質の利用実態
３．１ 概要
３．２ 産業利用

3.2.1 一般消費財
3.2.2 利用実態

４．国内における自然放射性物質に対する規制

４．１ 我が国における規制の現状
４．２ 規制の必要性
４．３ 自然放射性物質を含む物質の分類とその対応
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9○自然放射性物質を含む物質の分類と対応案

区 分 検討を要する事例
除外、行
為、介入
の区別

法令に
よる規

制
対応の方法

対応のため
の線量の目

安/規準

1 鉱物、鉱石等に
含まれる自然放
射性物質の比
率を高める処理
をしていないも
の(区分２、３、４、
５、６を除く) 

庭石、研究・教育
用鉱物サンプル、
博物館所有の鉱
物サンプル、工事
現場や河原などか
ら出た鉱石など

除外 対象外 ー －

2 過去に廃棄され
た自然放射性
物質を含む残渣

チタン工場等から
廃棄された残渣、
不法投棄された残
渣など

介入 対象外 対策レベル
今後の検討
(1～10mSv/

年)

3 産業で生成され
る灰、缶石など
（原材料として
取り扱う物質は
免除レベル濃度
以下のもの）

石炭灰（フライアッ
シュを含む）、ガス
田・油田の缶石、
製鉄での鉱滓など

介入 対象外 対策レベル 今後の検討
(1～10mSv/
年)



区 分 検討を要する事例
除外、行
為、介入
の区別

法令に
よる規

制
対応の方法

対応のため
の線量の目

安/規準

4 現在操業中の
鉱山の残土、産
業利用の残渣
（処分）

モナザイト、バスト
ネサイト（研磨材）、
ジルコン、タンタラ
イト、リン鉱石、サ
マリウム、ウラン鉱
石、トリウム鉱石、
チタン鉱石、石炭
（フライアッシュ）、
その他一般消費
財の原料など

行為／介
入

対象
・一定濃度を
超える可能
性のあるもの
を特定する
・特定物質の
利用のうち、
作業者また
は一般公衆
が受ける線
量に応じ放
射線防護上
の適切な管
理を求める。

1mSv/年
（これを超え
たら規制す
るか、介入
するかを検
討）

5 産業用原材料
（製造、エネル
ギー生産）、採
掘(区分７を除く) 

行為／介
入

対象 1mSv/年
（同上）

6 一般消費財
（使用）

温泉浴素、健康器
具、寝具、衣類、
塗料、マントル、自
動車用触媒、耐火
物、研磨材、肥料、
湯の花など

行為
商品ご
とに対
象とす
るか否
かを検

討

基本的に
BSS免除レベ
ルを適用

10μSv/年

型式承認に
相当する制
度を検討

1 mSv/年
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区 分 検討を要する事例
除外、行
為、介入
の区別

法令に
よる規

制
対応の方法

対応のため
の線量の目

安/規準

7 放射線を放出す
る性質等を意図
して利用するた
めに精製された
核燃料物質や
放射線源として
使用するもの

核燃料物質（ウラ
ン、トリウム）、ラジ
ウムなど 行為 対象 BSS免除レベ

ルを適用
10μSv/年

8 ラドン 規制下にあるラジ
ウム線源から発生
するラドン

行為 対象
BSS免除レベ
ルを適用

－

核原料物質鉱山
における職業環境
のラドン

行為
鉱山保
安法の
対象

－ －

住居、一般職業環
境におけるラドン
で上欄を除く

介入 対象外 対策レベル 今後の検討
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３．チタン鉱石廃棄物問題

3.1 発端

1990年7月21日に岡山県にある酸化チタン工場からの廃棄

物を搬入している産業廃棄物処分場から通常より高いレベル

の放射線が検出された。

岡山県が採取した鉱石、廃棄物等の試料について（財）日本

分析センターにおいて核種分析を実施したところ、放射能濃度

は238Uが0.11 Bq g-1、232Thが0.16 Bq g-1と徴量含まれてい

ることが判明した。

2003年6月に秋田県でも問題が生じた。非鉄金属の最大手・

三菱マテリアル（東京）の子会社が、放射線が出る廃棄物の酸

化チタン残滓（ざんさい）約20万トンを峰吉川小学校（協和町）

など県内数カ所に埋め、国に届けていなかった。
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3.2 国の対応

岡山県以外の同種工場も含めて、それぞれの工場，廃棄物

処分場の所在する地方公共団体において放射線測定及びそ

の結果に基づく立ち入り制限等緊急的な措置を実施。

1991年6月6日に 「チタン鉱石問題に関する基本的対応方針」

を取りまとめ。

①定期的に空間放射線量率等の測定を実施する。

②チタン工場外に持ち出す廃棄物に起因する空間放射線量

率は0.14μGy/h（１mSv/年）以下とする。

③過去の処分場で大規模な跡地利用を行う際には事前に国

に通知する。

3.3 日本酸化チタン工業会の対応

定期的な測定と管理の徹底を図り測定値を行政当局へ報

告、併せて低NORMチタン鉱石の使用を推進。
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４．モナザイト鉱問題

4.1 発端
1999年11月中旬 青梅市の建設業者から建設工事の契約の

担保としてモナザイト鉱と称する鉱石20ｋｇをＡ氏（以下所有者）

から預かったが、本当にモナザイト鉱か、危険ではないのかと

の相談があった。

日本原子力研究所の協力を得て、青梅市の建設業者におい

て、当該鉱石の保管場所の空間線量率の測定、分析を行った

結果、当該鉱石は核原料物質であることが判明。

2000年4月中旬以降5月末まで週一回程度、電話連絡を行い、

全体の保有量について早急に報告するように催促。



4.2 モナザイト鉱の現地での調査結果：2000年6月-7月
(1)長野県辰野町

建物の中に１０数トン（推定）のモナザイト鉱が保管
空間線量率は高いところで2.5μSv/h程度

(2)埼玉県熊谷市
倉庫の中に約１トン（推定）のモナザイト鉱が保管
空間線量率は近くの道路の倉庫側で、自然界の放射線のレ
ベル

(3)埼玉県大宮市
数年前にモナザイト鉱が土地にまかれた模様。量は数10kg
から１トン程度
敷地内には、４つの建物、ショップのプレハブの建物について
は、床正面の空間線量率が高く最大で約４１μSv/h程度

(4)三重県鳥羽市
ホテル従業員寮の庭の土の中に約8kgのモナザイト鉱
空間線量率は最大で3.8μSv/h
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17
５．フェロシルト問題
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フェロシルトの代表成分

成 分 含有量（%）

CaO

SO3

Fe2O3

TiO2

SiO2

Al2O3

MnO

MgO

CO2

結晶水、その他

11

16

39

6

3

2

2

1

1

19 

注1) 組成：酸化鉄と石膏が主体である。

2) ｐH ：6～8



フェロシルト等の放射能濃度測定結果（名古屋大学）

分析試料名 測定試料重
量

単位：g

検出された放射性物質

ウラン系列
214Pb(351.9keV)

単位：Bq/g

トリウム系列
228Ac(911.1keV

)
単位：Bq/g

カリウム
40K(1460.8keV)

単位：Bq/g

1 フェロシルト 46.52 N.D. N.D. N.D.

2 イルメナイト 52.62 0.041±0.012 N.D. N.D.

3 スラグ 30.96 0.094±0.013 N.D. 0.198±0.008

4 アイアンクレー 13.04 0.184±0.030 N.D. 0.105±0.004

5 可児市大森 23.48 0.030±0.011 N.D. 0.368±0.013

6 可児市久々利 25.79 0.042±0.013 N.D. N.D.

7 瑞浪市稲津町 37.05 0.065±0.011 N.D. N.D.

8 瑞浪市陶町 21.89 0.078±0.016 N.D. N.D.

9 土岐市泉町 29.51 0.093±0.015 0.053±0.004 N.D.

10 土岐市鶴里町 52.91 0.110±0.009 0.192±0.009 N.D.

11 本巣市早野 44.52 0.049±0.009 N.D. N.D.

N.D.: 0.023Bq/g以下 0.017Bq/g以下 0.011Bq/g以下
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６．瑞浪超深地層研究所掘削土問題

6.1 瑞浪超深地層研究所の歴史的背景

平成14年1月：瑞浪市と核燃料サイクル開発機構は

市有地に関する賃貸借契約

平成14年７月：瑞浪超深地層研究所着工

平成17年2月：研究坑道の掘削開始

平成17年7月 ：ウランを含む堆積岩層の掘削

平成17年９月：岐阜県議会で掘削土の問題

平成17年10月：瑞浪市の要請で市民団体等の立ち会

いの下で現地調査、日本分析センターは試料採取
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0.26μSv/h

0.21μSv/h
0.21μSv/h

0.22μSv/h

0.17μSv/h

0.18μSv/h

0.06μSv/h

0.06μSv/h

0.07μSv/h

0.043ppb

0.012ppb

6.2ppb

10月20日の1cm線量当量率の測

定結果（名古屋大学）と水中のウ

ラン濃度（日本分析センター）

原子炉規制法：766ppb
管理目標：75ppb
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放射能濃度から求めた空気吸収線量率と測定された１センチ
メートル線量当量率の値の比較

試 料 名 採取場所 ウラン系列

（Bq/kg乾土）

トリウム系列

（Bq/kg乾土）

40K

(Bq/kg乾土) 

地上1mで
の空気吸
収線量率
(μGy/h)

TCS-171 
測定値
（μSv/h

）214Pb 212Pb 

掘削土 №1 堆積場上段右 510±3 60±0.9 960±13 0.30 0.26

掘削土 №2 堆積場上段左 440±3 58±0.9 1100±10 0.27 0.22

掘削土 №3 堆積場中段右 310±2 46±0.8 1100±10 0.21 0.21

掘削土 №4 堆積場中段左 310±2 66±0.9 1100±10 0.22 0.21

掘削土 №5 堆積場下段右 230±2 85±0.9 1200±10 0.21 0.17

掘削土 №6 堆積場下段左 200±2 85±0.9 1200±10 0.19 0.18

陸 土 №7 バックグラウンド

(花木の森散策
路) 

18±0.8 28±0.7 410±10 0.05 0.06
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6.3 測定結果の検討

○JAEAが報告している掘削土堆積場で観測された最大値

0.38μSv/hでも土壌中のウラン濃度は1Bq/kgを超えていな

い。

○一般公衆が立ち入ることができる花木の森散策路はこの地区

のバックグラウンドの0.06μSv/hである。

○掘削土堆積場で１年間作業した場合の被ばく線量の見積もり

E=T×Dair×ｋ=2000×0.32×10-6×0.8=0.5mSv/y

T:年間の作業時間2000h

Dair：最大値を仮定、0.38μSv/h - 0.06μSv/h

ｋ：空気吸収線量から実効線量への変換係数を0.8と仮定
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6.4 その後
瑞浪市企画部学園都市推進室は、平成17年12月5日
に報道機関に「瑞浪超深地層研究所掘削土に関わる
第三者の専門家による公開測定の結果報告について」
を公表している。公表文書はこれまで述べた内容を要

約している。新聞には岐阜版に小さく取り上げられた。
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７．身元不明線源

7.1 身元不明線源の原因
① 障害防止法施行以前から使用している場合

② 使用に際し使用者が文部科学省の許認可が必要である
こ

とを知らなかった場合

③ 「校正用線源」ということで、使用者及び販売業者が文部

科学省の許認可が不要と思っていた場合

④ 海外での法規制が無かったので、輸入装備機器等に放
射

性物質が利用されていることを知らなかった場合

⑤ 国内で法律規制対象外の放射性物質を機器等に装備し
て

いる場合

⑥ 放射性物質の廃棄の措置を間違えた場合

⑦ その他
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7.2 放射線源としての消費財
（1）放射性同位元素を意図的に添加したもの

・放射性発光製品：発光塗料 （226Ra、147Pm、3H）

・電子、電気機器 ：蛍光灯のグロースタータ （85Kr、147Pm )

・静電防止装置 ：埃除去用 （210Po）

・煙感知器 ：電極間電位 （241Am）

（2）天然の放射性同位元素を利用しているものあるいは比

較的多量に含む原料及び材料

・セラミック、ガラス製品、合金等 ：顔料、ガスマントル

・健康関連商品 ：トルマリン、モナザイトサンド（布団、まく

ら、肌着、空気清浄機、家庭用温泉器、イオン水）
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7.3 国内鉄スク
ラ
ップ事業の現状
1/３の事業者がゲート
モニタの設置
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7.4 弱い線源に対する対応のあり方
社会的な混乱が起きた事例
(1) 家庭用ラドン温泉器（仙台）

平成13 年3 月30 日、仙台市環境局今泉工
場

物品表面で12,042 cps
物品表面で7.6 μSv h-1

(2) ア－スキ－パ－（大分）
平成13 年7 月6 日、ゲ－トモニタの警報

中心部表面で約10 μSv h-1
232Th 111 g 176 Bq g-1
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仙台市今泉工場放射性物質対応顛末(2002年3月30
日）

・仙台市今泉工場の不燃物をセ

イナン商事に搬入

・放射線感知（12,247 cps）、返送

・10:50 市消防及び警察に通報

・11:30 市消防到着、付近をバリ

ア設置、仙台市今泉工場場内

入場制限、付近住民に危機警

報発令（1.6～4.6μSv h-1）

・12:10 市消防、仙台市衛生

局立会い、市消防は全面

マスク、エアラインスーツ装

備、放射線線量測定時は

避難(表面で7.6μSv h-1)

・13:05 県原子安全対策室

到着、県警到着、現場確認

・13:20 周辺及び場内に危

機警報解除
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分析結果

試 料 の 名 称 トリウムの濃度 ウランの濃度

S1 家庭用温泉器１ 173.190±0.331 86.911±0.348

S2 家庭用温泉器２ 71.345±0.214 80.464±0.374

S3 イオン水製造用トルマリン 18.244±0.280 42.175±0.649

S4 トルマリン製品１ 12.653±0.130 25.016±0.277

S5 トルマリン製品２ 1.196±0.030 3.654±0.081

S6 トルマリン製品３ 0.007±0.002 0.071±0.007

S7 自動車性能向上グッズ１ 4.757±0.097 4.006±0.162

S8 自動車性能向上グッズ２ 0.266±0.006 0.730±0.014

(Bq g-

1)
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